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　5.任意後見制度

①任意後見契約

　さて、次に任意後見制度について考えてみたい。

　任意後見制度は、本人が将来自分の判断能力を失ってしまうときに備えて、あらかじめ信頼できる他人を任意後見人に選任し、自分の希望する内容の身上監護・財産管理を任意後見人に委任する制度である。この制度を利用するためにはまず、任意後見契約の締結が必要である。これは、公正証書による特別の方式に従った公的機関による監督を伴う特別な委任契約である。

任意後見契約とは、委任者が受任者に対して、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況における自己の生活、療養看護および財産の管理に関する事務の全部または一部を委託し、その委託にかかる事務について代理権を付与する委任契約であって、家庭裁判所によって任意後見監督人が選任されたときから効力を生ずる旨の定めのあるものとされている（任意後見契約に関する法律2条1号）。この任意後見契約は、法務省令で定める様式の公正証書によってしなければならないとされており、公証人の氏名・所属・証書の番号・作成年月日、委任者本人の氏名・生年月日・住所・本籍、任意後見受任者の氏名・住所、代理権の範囲などが登記される。また、精神上の障害によって判断能力が不十分な状況になった場合に、家庭裁判所によって任意後見監督人が選任されたときから効力を生じる旨の特約が付されていなければならない。

　②任意後見契約における類型　　

任意後見契約における類型は、移行型、即効型、将来型の3つがある。まず移行型であるが、これは自分が判断能力の不十分となる前から、誰かに自分の財産管理を任せておいて、判断能力がなくなった時に任意後見監督人を選任してもらいたい場合に、公正証書に従って、通常の委任契約と任意後見契約を一体とした契約を締結しておくといったものである。この場合、判断能力が不十分となって任意後見監督人を選任してもらうまでは、通常の委任契約が働き、任意後見監督人を選任してもらった後は、任意後見契約が働くことになる。このようなケースにおいて任意後見受任者は、本人の判断能力が低下していないかを把握するために、定期的な接触を図ることが必要とされるのである。

次に即効型であるが、これは契約締結時において判断能力は不十分ではあるが、契約締結に必要な判断能力はあるといった本人について、任意後見契約を締結した後、すぐに任意後見監督人の選任の審判手続きを行い、効力を生じさせることを想定した場合である。この場合においては、まず契約締結に必要な判断能力があるかどうかの認定について、任意後見監督人選任の申立てに関する審判手続きでは、少なくとも診断書の提出は必要となるため、それに先だって契約締結時にも専門医師による診断を受けるなど慎重に進める必要がある。この方法は、任意後見受任者を自分の意志で選べることが任意後見契約のメリットであるが、保佐人、補助人の選任の際にも家庭裁判所の意見を考慮しなければならないとされている。

そして、3番目として将来型である。この将来型は、本来の制度の想定しているところであり、将来判断能力が低下したときのために、あらかじめ任意後見契約を締結しておくといった性格のもので、時間をかけて納得のいく契約を締結することが可能である。

③任意後見人の権限と職務

任意後見人の職務は、任意後見契約により本人から委託された事務を行うことである。任意後見人は委託された事務を行うのに必要な代理権が与えられる。本人が委託する事務は、自己の生活、療養看護及び財産の管理に関するものであれば受任者との間で自由に決めることができる。例えば財産管理の場合であれば、「所有するすべての財産管理一切」という抽象的な委託も可能であり、また「預貯金の管理のみ」と限定することも可能である。したがって、本人は受任者に対して、委託した事務を行うために必要な代理権を与えなければならない。代理権が与えられないと受任者は職務を遂行することはできないからである。注意しなければならないのは、任意後見人の職務は委託された事務について法律行為を行うことであり、事実行為を行うことではない。つまり、療養看護を委託されたからといって、任意後見人自ら本人の身の回りの世話をしなければならないわけではなく、ホームヘルパーや介護サービス業者、病院などと療養看護を目的とする契約を締結し、本人にとって望ましい適切なサービスや医療が行われているかどうかを監視することが任意後見人の職務となるのである。

④任意後見監督人の選任と職務

任意後見契約が締結されている場合、本人の判断能力が不十分となっても、家庭裁判所に任意後見監督人を選任してもらわなければ契約の効力が発生しない。したがって、家庭裁判所に任意後見監督人の選任をしなければならないが、この請求は、本人・配偶者・四親等内の親族・任意後見受任者が行うこととなる。任意後見監督人の職務は、任意後見人の事務を監督すること、任意後見人の事務に関して家庭裁判所に定期的に報告すること、急迫の事情がある場合に任意後見人の代理権の範囲内において、必要な処分をすること、任意後見人などと本人との利益が相反する行為について本人を代表することなどが定められている。

⑤任意後見契約の終了

任意後見契約も契約である以上、当然に解除することができる。任意後見監督人が、選任される前（すなわち契約効力発生前）には、本人も任意後見受任者も、いつでも契約を解除することができる。しかし、登記されているため公証人の認証を受けた書面による必要がある。また、任意後見監督人が選任された後（すなわち契約効力発生後）には、本人も任意後見人も正当な事由があるときに限って、家庭裁判所の許可を得て任意後見契約を解除することができる。また、任意後見人が本人の財産を勝手に消費してしまうなど、不正な行為、著しい不行跡、その他その任務に適しない事由がある場合には、家庭裁判所は、任意後見監督人・本人・その親族・検察官の請求によって、任意後見人を解任することができる。これらの解除・終了・解任などによって、任意後見契約が終了した場合、その旨の登記をしなければならない。この登記がない場合、善意の第三者に対抗することができないこととなる。

次稿において、任意後見契約における税理士の役割について述べてみたい。
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